
皆野町老朽空き家等除去補助金交付要綱 

 

（目的） 

第１条 この告示は、地域の防災、衛生、景観等に悪影響を及ぼす可能性のある老

朽空き家等の除却を行う者に対し、老朽空き家等の除去に要する経費の一部を補

助することにより、老朽空き家等の解消を図り、もって良好な生活環境の保全及

び安全で安心なまちづくりの推進に寄与することを目的とする。 

２ 前項の補助金の交付に関しては、皆野町補助金等の交付手続き等に関する規 

則（令和３年規定第１０号）に定めるもののほか、この要綱に定めるところによ 

る。 

（定義） 

第２条 この告示において、「老朽空き家等」とは、一戸建ての住宅（店舗等の用

途を兼ねるものでその用に供する部分の床面積が延べ面積の２分の１未満のも

のを含む。）又は同一敷地内の他の建築物であって、現に居住し、又は使用して

いないものをいう。 

 （補助対象者） 

第３条 補助金の交付対象となる者は、次のいずれかに該当する者とする。ただし、

その者に町税等の滞納がなく、過去に当該補助金の交付を受けていない者に限る。 

 (1) 老朽空き家等の所有者 

(2) 前号に規定する所有者の相続人 

 （補助対象老朽空き家等） 

第４条 補助金の交付対象となる老朽空き家等（以下「補助対象老朽空き家等」と

いう。）は、次の各号のいずれにも該当するものとする。ただし、町長が特に必

要と認める場合は、この限りでない。 

(1) 昭和５６年５月３１日以前に建築された一戸建ての住宅 

(2) １年以上居住及び使用していないもの 

(3) 公共事業の補償の対象となっていないもの 

(4) 老朽空き家等に所有権以外の権利が設定されていないもの 

(5) 老朽空き家等の所有者が複数いる場合、当該老朽空き家等を除却するに当

たり所有者全員の同意を得ているもの 

(6) 空き家等対策の推進に関する特別措置法（平成２６年法律第１２７号）第

１４条第２項の規定による勧告を受けていないもの 

 （補助対象工事） 

第５条 補助金の交付対象となる工事（以下「補助対象工事」という。)は、次の

いずれにも該当するものとする。 

(1) 前条各号に規定する者が発注する補助対象老朽空き家等の除却に係る工事



であること。 

(2) 建設業法（昭和２４年法律第１００号）第３条第１項の許可を受けた建設

業者又は建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律（平成１２年法律第１

０４号。以下「建設リサイクル法」という。）第２１条第１項の規定による登

録を受けた者が行う工事であること。 

(3) 施行日以降に契約を締結した工事であること。 

 （補助金の額） 

第６条 補助金の額は、補助対象工事に要する費用（補助対象老朽空き家等の床面

積１平方メートルにつき１万円を限度とする。）に２分の１を乗じて得た額（そ

の額に１，０００円未満の端数が生じた場合は、これを切り捨てる。）とし、２

０万円（町内業者が工事を行う場合は、３０万円）を限度とする。 

 （交付申請） 

第７条 補助金の交付を受けようとする者（以下「申請者」という。）は、皆野町

老朽空き家等除却補助金交付申請書（様式第１号）に次に掲げる書類を添えて、

町長に提出しなければならない。 

(1) 付近見取図及び配置図 

(2) 登記全部事項証明書及び固定資産評価証明書など補助対象老朽空き家等の

所在地及び所有者を証明するもの 

(3) 補助対象老朽空き家等の所有者が複数いる場合、老朽空き家等の除却に係

る同意書（様式第２号） 

(4) 補助対象工事に要する契約書の写し 

(5) 現況写真 

(6) 補助対象工事を行う建設業者の建設業許可証又は建設リサイクル法第２３

条第２項の規定による通知の写し 

(7) その他町長が必要と認める書類 

 （交付決定等） 

第８条 町長は、前条の規定による申請があったときは、速やかにその内容を審査

し、補助金の交付の可否を決定し、皆野町老朽空き家等除却補助金交付決定・不

交付決定通知書（様式第３号）により申請者に通知するものとする。 

 （変更又は中止） 

第９条 申請者は、補助対象工事の内容を変更し、又は中止しようとするときは、

速やかに皆野町老朽空き家等除却補助金変更（中止）申請書（様式第４号）に関

係書類を添えて町長に申請し、承認を得るものとする。 

２ 町長は、前項の規定による申請を承認したときは、皆野町老朽空き家等除却補

助金変更（中止）承認通知書（様式第５号）により申請者に通知するものとする。 

 （実績報告） 



第１０条 補助金の交付決定を受けた者（以下「交付決定者」という。）は、補助

対象工事が完了したときは、完了した日から起算して３０日を経過した日又は該

当年度の３月末日のいずれか早い日までに、皆野町老朽空家等除却補助金実績報

告書（様式第６号）に次に掲げる書類を添えて、町長に提出しなければならない。 

(1) 補助対象工事に要した費用の領収書の写し 

(2) 工事中及び完了後の写真 

(3) 廃棄物の処分に関する証明書 

(4) その他町長が必要と認める書類 

 （補助金の額の確定） 

第１１条 町長は、前条の規定による実績報告書の提出があったときは、当該報告

に係る書類を審査し、補助金の額を確定し、皆野町老朽空き家等除却補助金確定

通知書（様式第７号）により交付決定者に通知するものとする。 

 （補助金の請求） 

第１２条 交付決定者は、前条の通知を受けたときは、皆野町老朽空き家等除却補

助金請求書（様式第８号）を町長に提出しなければならない。 

２ 町長は、前項の規定による請求があったときは、交付決定者に対して、速やか

に補助金を交付するものとする。 

 （補助金の返還等） 

第１３条 町長は、交付決定者が偽りその他不正な手段によって補助金の交付を受

けたと認める場合は、補助金の全部又は一部を返還させることができる。 

 （その他） 

第１４条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は町長が別に定める。 

   附 則 

 この告示は、公布の日から施行し、令和５年４月１日から適用する。 


